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「私達は、環境にやさしい企業を築くため、

　　　    　　　　　　みんなで努力して行動します」
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社会的責任を果たしていける環境経営

   近年企業の社会的責任が一段とクローズアップされてきました。

その一つに環境への配慮があり、今後もますます重要視され、企業として

環境への取組姿勢が問われるのは間違いありません。

   環境への負荷を削減するために、省エネルギーや省資源活動、廃棄物の

削減や再資源化などを今まで以上に進めて行かなくてはなりません。

   当社ファスナー事業部は、２０００年５月にＩＳＯ１４００１の認証を

取得して以来、環境に負荷をかけない商品開発に取り組み、この度『三価

クロムクロメート品』を本格的に市場に投入いたしました。

　また今年をグリーン供給元年と位置付け、有害物質の管理を行うための、

環境品質保証システムを確立いたしました。

　　生産に使用する原材料や製造工程に使用する各種薬品などに有害物質

が含まれていないことを証明することにより、お客様に安心してお使いい

ただく製品づくりに努めてまいります。

　２００２年に取り組みました、環境活動の内容と成果のまとめを、ここ

にご報告させていただきます。

　ご一読いただき、ご指導ご鞭撻を頂ければ幸いでございます。　　　

２００３ ．０４ ．０５

日東精工株式会社

代表取締役社長 由良 龍文　　
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企業理念として、社是「我等の信条」を制定し、

活動の指針としています

日東精工株式会社は事業活動として、工業用ファスナ－製品等の

製造販売を行い、社会に貢献していく。その事業活動を行うにあたって、

我等の信条 環境保全への取組みを企業経営の最優先事項の一つと位置づけ

　　「私達は、環境にやさしい企業を築くため、

１ ．我らは よい自己をつくる 健康を増進し 　　　　　　　　　　　　　　　　　　みんなで努力して行動します」

     品性を養い知識を求め 技術をみがいて をスロ－ガンに、経営層をはじめ全従業員が地球環境と地域を念頭

    健全な人格をつくる におき、環境負荷と環境リスクの低減に努めます。

２ ．我らは よい仕事をする 誠実を旨とし １ ．事業活動、製品について環境影響評価に基づき、環境管理活動を

    改善を怠らず 親和協力して よい製品をつくり 　　技術的経済的に可能な範囲で全員で取組み、環境目的および環境

    明るい職場をつくる 　　目標を設定して推進し、継続的な改善・向上を図ります。

３ ．我らは よい貢献をする 我らが日々の勤めに ２ ．環境保全に関する法令と、当社が同意した業界等の協定事項及び

    いそしむことの出来るのも 社会の恩恵による 　　環境目標を設定して当社の定めた自主基準を遵守します。

    感謝の心を仕事に活かして 社会に貢献する ３ ．事業活動を行う上で環境影響が特に大きい以下の項目について

　　重点的に推進を行います。

社是に基づき環境基本方針、基本理念を 　・ 水質汚濁防止・大気汚染防止・土壌汚染防止等、環境汚染の防止

制定しています      を図ります。

　・ 電力・ガス・石油・エネルギ－の消費量を、原単位で低減します。

　・ 金属材料・紙類等の省資源化とリサイクル率を向上させ、製品への

　　環境影響を最小化するよう努力し、産業廃棄物の低減を図ります。

企業活動を展開する上において、 　・ 地球温暖化物質、有害物質等の環境に著しい負荷を与える物の

環境保全、環境保護を最重点とし、 　　削減および代替品への変換を図ります。

地域環境、 地球環境を守り、 ４ ．地域との共生を図り地域への貢献と信頼を得るよう努力します。

社会と調和して 豊かな社会の実現に ５ ．環境方針は掲示し、全従業員に、環境カ－ドを配布することにより

貢献することを目的とします。 　　周知徹底します。

　　　　この環境方針は、社内外に公表します。

　　　　２００１ 年 ３ 月 ２９ 日 　代表取締役社長　 由良 龍文

地域社会と共存共栄を図り、環境に対しては

先手を打ち、環境に負荷を与えない、

環境にやさしい、地域社会の皆さんに

信頼していただける会社を築いていきます。

１ ．法的要求事項、自主基準を遵守します。

２ ．省エネルギー、省資源に努めます。

３ ．廃棄物の減量化とリサイクルの推進に

　　　努めます。

４ ．地球環境に影響を与える物質の削減に

　　　努めます。

５ ．商品・サービスの提供にあたっては、

　　　環境影響に十分配慮します。

６ ．環境意識の向上を図り、全員で取組みます。

７ ．地域との共栄を図り、地域への貢献と

　　　信頼を得るよう努めます。

基  本  理  念

行  動  指  針

環境方針

社 是

環  境  基  本  方  針
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環境委員会

環境目的・目標を以下に定める 　審議、答申組織として、環境管理担当者会議を設置し、
２００２年  １１月　２７日 基本施策や年間活動計画の立案を行い、

                     日東精工株式会社 　実施、展開は、各ブロック委員会や部門が行っています。
　　　　            　　代表取締役社長　由良　　龍文　　　 　また専門的な小委員会において企画立案調査研究を

行っています。

１．二酸化炭素排出量の削減　　　目標値 社 長
２００４年に１９９９年比　原単位　５％減

　環境管理責任者
２００４年に１９９９年比　原単位　５％減 　同代理者

２００４年に１９９９年比　原単位　５％減
４．リサイク率の向上　　　　　　目標値　　　　 環境管理 各関係 教育訓練／ 大気・悪臭

２００４年に１９９９年比　原単位　５％増 担当者会議 小委員会 騒音・振動／有機溶剤
５．化学物質負荷量の削減　　　　目標値　　　　 廃棄物リサイクル／水質

２００４年に１９９９年比　原単位４０％減 油／ 省エネ／省資源
・塩化メチレン排ガス量削減、 事務局（環境整備課）

６．地球温暖化物質の削減　　　　目標値　　　　 内部環境監査小委員会
２００３年末までに全廃する
・地球温暖化物質（ＨＣＦＣ１４１ｂ）

      を全廃する 　本社ブロック 本社ブロック環境委員会
　開発生技ブロック 開発生技ブロック環境委員会

       床面への漏洩防止 　ファスナー本社ブロック ファスナー本社ブロック 環境委員会
　ファスナー八田ブロック ファスナー八田ブロック 環境委員会
　制御システム工場
　城山工場
　各支店 
　海外工場

  目標値　２００３年は原単位２．４４以下にする
・電力削減目標   前年比173,487kWh以上削減する

・灯油削減目標   前年比   15．2kl以上削減する

・ＬＰＧ削減目標 前年比  3,860kg 以上削減する

・ガソリン・軽油削減目標    2002年度実績以内

  目標値　２００３年は原単位０．９７以下にする
・水質汚濁物質削減量　　　　　　　１３９Ｋｇ

     目標値　２００３年は原単位１．２２以下にする

    目標値　２００３年は６４％以上にする

  目標値　２００３年は原単位５．２８以下にする

目標２００３年末迄にＨＣＦＣ１４１ｂを全廃する

オイルパンの設置率を向上する

グリーン製品の購入推進を図る

環境管理体制

 環境目的

２．水質汚濁物質の削減　　　　　目標値　　　　

３．産業廃棄物の削減　　　　　　目標値　　　　

環境目的目標

７．地下汚染防止対策の推進　　　　　　　　　　

 ２００３年　　環境目標

環境目的に基づき環境目標を定める

１．二酸化炭素排出量の削減　　

２．水質汚濁物質の削減　　　　

３．産業廃棄物の削減　　　　　

 ・産業廃棄物削減量                  １６６ｔ

７．地下汚染防止対策の実施

８．グリーン購入の推進

４．リサイク率の向上

５．化学物質負荷量の削減

 ・塩化メチレン消費削減量　　　　１，１５５Ｋｇ

６．地球温暖化物質の削減　　　

第６回環境経営度
日本経済新聞社の２００２年度第６回環境経営度
調査は５１１位／７０３社（製造業）でした
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項目 環境目標 実施計画 実施状況

油などの床面漏れ対策を行いました。
地下水の監視測定を継続しています。

産業廃棄物の低減と
リサイクル率向上

産業廃棄物０１年比
９％減、リサイクル
率
６１．１％以上

二酸化炭素排出量は対前年度比２％削減となりま
した。電力消費量は対前年度比３％増で未達成と
なりました。燃料は原単位６６．７で達成しまし
た。
１．電力量削減対策として、コンプレッサーの統
合、トランスの統合などを行いました。
２．燃料削減として灯油の削減を行いました。
水質汚濁物質の原単位は０．９１で達成しまし
た。
工業用水使用量の削減、上水使用量の削減をおこ
ないました。

産業廃棄物は対前年度比５％減で未達成となりま
した。リサイクル率は６８％で達成しました。
スクラップの削減、スラッジの削減、廃油の燃料
としての再利用化等に取り組みました。
プラスチックの埋立基準に適合するために破砕機
を製作しました。

塩化メチレン原単位６．３８で未達成になりまし
た。
フロン１４１ｂ及び塩化メチレンの代替溶剤への
転換を図るべく、試験に取り組んでいます。

コンプレッサーの統廃合
エアー漏れ対策

汚染予防 漏洩対策の実施 漏洩防止措置、地下水監視

法的要求事項は全て満たしています。また法的違
反や不具合の発生はありません。

スクラップの削減
廃棄物のサーマルリサイク
ルへの推進
スラッジ、廃アルカリの削
減

化学物質の削減
 塩化メチレン
原単位６．０９

塩化メチレンの削減
代替溶剤による試験研究

水質汚濁物質の削減  原単位０．９８
排水処理場の管理
用水の放流量の削減

二酸化炭素排出量の
削減

０１年比２％減
電力消費量０１年比
１％減、
燃料消費量原単位
６７．５７

法令協定自主基準の
遵守

法的要求事項整備完遂
大気･水質･騒音・振動を監
視法の最新版管理

環境報告書、環境会計、
地域との連携

環境品質保証
原材料の有害物質不使用調
査

環境報告書は会社のホームページに掲載していま
す。地元自治会と公害防止協議会を継続して開催
し、環境問題（水質、騒音等）や周辺整備等につ
いて協議を行い、解決を図っています。また綾部
市由良川花壇展に参加しています。周辺道路にツ
ツジを植えております。

お客様へ環境品質を満たした製品を提供するため
に、環境品質保証制度を設置し、製品や原材料中
に有害物質が含まれていないかどうかの調査を
行っております。また協力工場さんにも製品中に
有害物質が含まれていない証明を提出していただ
きました。

環境コミュニケーシ
ョン

２００２年環境行動計画書

環境影響評価は毎年見直しを行ないます。教育は
管理監督者、部門教育、特定業務教育を行いまし
た。内部環境監査は３月と９月の年２回実施して
います。環境管理委員会は全社委員会、ブロック
委員会、各小委員会で開催しています。

環境マネジメント
システム

環境影響評価、環境行動計
画書、教育、内部環境監査
委員会、経営者レビュー
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認証事業所
・本社工場・八田工場
認証番号 ＪＱＡ －ＥＭ０８６５ （２０００ 年 ５ 月１９ 日付） す。

社内外の内部環境監査員教育を終了した５０ 名が
年２ 回の内部環境監査にて要求項目の審査を行っています。

新入社員 新入社員 ＩＳＯ１４００１ 関係
管理監督者 管理監督者 役員 環境方針・目的目標

部門教育 従業員 部門目標・計画

特定業務教育 特定業務従事者

２ ．水質基準の遵守等法的な違反事項はありません。

１ ．漏洩防止

  ・排水管類は地上化を進めています。

２ ．地下汚染監視
・化学物質等による地下汚染を監視するために、監視
　井戸を設置し、定期測定を行っています。
３ ．調査と浄化

４ ．環境に関する控訴、補償等の交渉はありません。

２００３年４月１日
日東精工株式会社
環境品質保証経営責任者
常務取締役ファスナー事業部長

塩田　展康

３．ユーザー仕様により禁止する物質
①鉛および鉛化合物
②六価クロム化合物
③塩化メチレン
④ＨＣＦＣ（代替フロン）類

　日東精工株式会社は上記環境関連物質に該当する物質が発
生した場合、使用禁止、全廃の措置をとる
尚環境関連物質の明細、使用禁止の期限、全廃の期限を「別
紙　環境関連物質全廃・削減計画表」に記し徹底する
この環境関連物質に関する方針は、全社員に周知すると共に
ユーザー先からの要求に対して開示する

ＩＳＯ１４００１ 認証範囲 環境品質保証

部品・材料における環境関連物質を管理し、お客様に安
心してご使用していただける商品の提供を行っていま

購入原材料等につきましては、不使用証明書を添付して
いただき、環境関連物質の管理を行っています。内部環境監

グリーン購入

教育・訓練

  ・機械設備からの機械油や、使用薬品が床面に漏洩し土
壌汚染を起こさないように床面へのＦＲＰ 工事や、機械
オイルパンの設置を推進しています。

  ・塩素系有機溶剤による土壌汚染、地下水汚染状況を調
査し改善が必要なところは、浄化活動を行っています。

特定業務の環境への影響
ＭＳＤＳ （安全デー
ターシート）等

グリーン購入基準を制定し、文房具関係はリサイクル
品、再生品等のエコマーク品の購入を電気製品・情報機
器は省エネ製品の購入を推進しています。

１ ．特定工場、特定施設の管理、水質報告等法的な
届出は全て行っています。

環境リスク

法規制順守

　日東精工株式会社は「顧客に対し最大の満足を得る」をビ
ジョンとし、機構部品の調達、販売にかかわる環境関連物質
の指定を以下のように定め使用禁止、全廃を図る。
１．使用禁止物質
①カドミニュウム及びカドミニュウム化合物
②ＰＢＢ（ポリブロモビフェニル）類及びＰＢＤＥ（ポリブ
ロモジフェニルエーテル）類
③ＰＣＢ（ポリ塩化ビフェニル）類
④ポリ塩化ナフタレン類
⑤有機すず化合物（トリブチルすず類・トリフェニルすず
類）
⑥石綿（アスベスト）
⑦アゾ化合物（分解によりアミンは発生する可能性があるも
の、人体に持続的に触れることを前提として作られた製品の
人体接触部分）

２．全廃物質
①水銀および水銀化合物
②ＰＶＣ（ポリ塩化ビニル）及びＰＶＣ混合物
③ＰＢＢ、ＰＢＤＥ以外の有機臭素化合物（臭素系難燃剤）
④塩素化パラフィン（塩素系難燃剤・可塑剤）

環 境 関 連 物 質 に 関 す る 方 針

       基本理念

　　　環境関連物質に関する方針

教育名 対象  内容等

　日東精工株式会社は、地球環境の環境保全の有用性を当社
の優先課題の一つとして強く認識し、企業活動のあらゆる面
で環境問題に配慮して行動し、社会の発展に貢献する。
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年 日本国内 環境報告書

昭和４４ 年 ４２ 年 公害対策基本法

昭和４７ 年  ４３ 年 大気汚染防止法

昭和５０ 年 ４３ 年 騒音規制法 アドレス
昭和５２ 年 ４５ 年 水質汚濁防止法 http://www.nittoseiko.co.jp/
昭和５４ 年 ４５ 年 廃棄物処理法

昭和５６ 年

地域活動
昭和６３ 年  ６２ 年 オゾン層保護法 ○地域連絡会
平成 元年 元年 水濁法改正 地域との対話を進める目的で、自治会関係者の

方々に出席いただき毎年開催しています
平成 ２ 年 ２ 年 温暖化防止計画 内容は会社の環境管理活動や地域との関わり等

３ 年 リサイクル法 ○緑化活動
平成 ４ 年 ３ 年 廃掃法改正 ５ 月に開催される綾部市みどり公社の由良川

３ 年 土壌汚染基準値 花壇展に毎年参加しています。
平成 ５ 年 ５ 年 省エネ法改正

５ 年 環境基本法

平成 ７ 年 ６ 年 環境基本計画

平成 ８ 年 ８ 年 大防水濁法改正

平成 ９ 年 ９ 年 廃掃法改正

平成１１ 年 

平成１２ 年 １３ 年 ＰＲＴＲ 法

人数 綾部市由良川花壇展
１

２

２

１０

２

４

２

５

２

１

１８

３６

２

２

１

４

７

７

１ 市道の歩道部を利用して、ツツジの植樹を行いました

活動のあゆみ 環境コミュニケーション

危険物取扱者（選任者数） 

公害防止管理者大気２ 種

公害防止管理者騒音 

公害防止管理者振動 

特別産廃責任者 

環境計量士 

作業環境測定士

中間処理技術者 

焼却炉技術者 

環境内部監査員（社外受講者） 

環境内部監査員（社内受講者） 

環境カウンセラー

電気主任技術者 

エネルギ－管理士

エネルギ－管理員

衛生管理者（選任者数） 

高圧ガス丙種化学 

公害防止管理者水質１ 種

公害防止管理者水質２ 種 

 ISO14001 認証取得プロジェクト設置

 ISO14001 認証取得 

免許・資格者数

免許種類

環境行動計画書を制定

環境管理システムプロジェクト発足

環境影響評価調査を開始 

環境管理システムの認証取得発表

井倉自治会と公害防止協議会が発足 

特定フロンの使用を廃止

塩化メチレンの使用を開始

環境月間活動開始

 1.1.1-トリクロロエタンの使用廃止 

アルカリ洗浄機を開発、設置 

リサイクル用紙回収開始

環境管理担当者会議に名称変更 

テトラクロロエチレンの使用を廃止 

油流出事故発生、由良川汚染 

有機溶剤地下水汚染検出、対策開始

井倉自治会と覚書を交わす 

 トリクロロエチレンの使用を廃止

 社内 

排水処理装置を新設

公害防機事業部が発足 

公害防機事業部は廃止 

２０００ 年より環境報告書を作成し、会社
ホームページに掲載しています

六価クロム地下汚染検出 

公害防止担当者会議が発足 

シアン化合物の使用を廃止
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環境対応製品、環境対応設備

　　　　　　　「三価クロムクロメート品」を世界品質でグローバルに展開へ

ファスナー事業部

表面処理「三価クロムクロメート品」を本格的に量産化を開始いたしました。既に黒色（ブラック）を除く表面処理
［白色（シルバー）、青色、赤色］の量産を展開していますが、今回黒色が加わることで市場の要望にしっかりと対応
できる体制となります。

■はじめに
ヨーロッパの環境規制強化や含有物質について最終製品メーカーの責任が問われるようになり、規制物質の把握や排除
を徹底する動きが製造業に広がっています。自動車、電機、精密機器など大手メーカーが調達する部品について六価ク
ロムフリーの要望が活発化していますが、鉄素材に対する亜鉛クロメート品の耐食性は、クロメート皮膜中の六価クロ
ム含有量に左右されており、六価クロムフリーについても同等の耐食性を求められます。

当社工業用ファスナーでも黒色の表面処理は全体の約４０％を占め、量産化体制の確立が急務でしたが、

従来品と同等レベルの確保ができる独自の処理システムを構築し、業界初の黒色の量産化に成功しました。

■ 概要について
（1）耐食性は従来品と同等レベル
独自の仕上げ処理により耐食性の向上を実現しました。従来品と同じようにお使いただけます。

（2）専用処理システム（特許申請中）の構築で量産化供給

（3）表面処理色は黒色（ブラック）、白色（シルバー）、青色、赤色
今回黒色の量産化によりかなりの表面処理領域をカバーできることになります。ラインナップの充実化で環境ファスニ
ングを支援していきます。

■ 展開について
現在、工業用ファスナーの生産拠点は台湾、タイ、マレーシア、インドネシア、中国の５ヶ国になります。

台湾、タイは白色（シルバー）の自動化量産を展開、現地の日系の情報機器、家電メーカー等にお使いいただいていま
す。次に中国工場への展開を図っていく予定で、残る東南アジアの生産拠点には技術供与し、２００３年にはグローバ
ルな供給体制を整備していきます。

当社は十字付き精密ねじ、小ねじ、タッピンねじメーカーとして国内初のＩＳＯ１４００１（環境マネジメントシステ
ムの国際規格）を２０００年５月に認証取得して以来、環境に負荷をかけない商品開発に取り組んできました。

『三価クロムクロメート品』を本格的に市場に投入する２００３年をグリーン供給元年と位置付け、お客様により安心
してお使いいただける工業用ファスナー商品を提供してまいります。

　　　　　　　　            　                        三価クロムクロメート品

当社設備による一貫した処理のため、品質の安定化、量産が可能となりました。ねじから特殊圧造品まで当社全商品に
対応いたします。当面の処理能力は月１０千万本（ねじベース換算）ですが、設備増強により２．５倍増の月２５千万
本（同）にしていく予定です。
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環境に優しい製品開発、システム開発に取り組んでいます

１ ．ポリ箱破砕機 ２ ．アルカリ性電解水洗浄装置

製造販売元：日東公進株式会社（当社子会社）
ＵＲＬ ：http://www.nittokoshin.co.jp/

３ ．アルカリ剤使用洗浄装置 ４．排水処理装置
イオン水等の油水の処理を製造販売しています。
製造販売元：日東公進株式会社（当社子会社）
ＵＲＬ ：http://www.nittokoshin.co.jp/

５ ．環境関連設備
一斗缶プレス機　　　　　コンプレッサードレン処理機

アルカリ剤を使用した洗浄機
を社内製作し販売を行ってい
ます

環境対応製品、環境対応設備

「洗浄廃液を河川放流可能

なレベルまで浄化します」

廃掃法に適応する大きさに破砕しま
す。運搬時の容積縮小に適しています

アルカリ性電解水を利用した洗浄システムを販売しています。
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集計範囲：（本社・八田工場）

対象期間：２００２年　１月　１日～２００２年１２月３１日　

主な取組の内容及びその効果 投資額 費用額

①　大気汚染防止のためのコスト

②　水質汚濁防止のためのコスト 排水処理費、浄化槽費 23,691
③　土壌汚染防止のためのコスト

④　騒音防止のためのコスト 防音シャッター設置 1,520 3,951
⑤　振動防止のためのコスト

⑥　悪臭防止のためのコスト

⑦　地盤沈下防止のためのコスト

⑧　その他の公害防止のためのコスト

小　　　　計 27,642
①　地球温暖化防止及び省エネルギーコスト コンプレッサー更新、配管 3,740 22,786
②　オゾン層破壊防止のためのコスト

③　その他の地球環境保全のためのコスト

小　　　　計 22,786
①　資源の効率的利用のためのコスト 上水改善、工業用水改善 1,058
②　産業廃棄物のリサイクル等のためのコスト

③　一般廃棄物のリサイクル等のためのコスト

④　産業廃棄物の処理・処分のためのコスト プラスチック破砕機製作 1,306 19,295
⑤　一般廃棄物の処理・処分のためのコスト

⑥　その他の資源循環に資するコスト

小　　　　計 20,353
70,781

製品の無害化対策 1,800

1,800
システム運用、定期審査料 5,279

環境測定 994
部門教育、特定業務教育 2,162
美化作業、周辺整備 10,052

18,487

0
植樹 150

150
地下水汲み上げ 762

762
6,566 91,980

(1)-1～(1)-3までの合計

分　                                                 　　類

(1)-1 公害
防止コスト

(1)-2 地球
環境保全コ
スト

(1)-3 資源
循環コスト

③　環境の損傷に対応する引当金繰入額及び保険料

小　　　　計

①　事業所及び事業所周辺を除く環境改善対策のためのコスト

②　環境保全を行う団体等に対する寄付、支援のためのコスト

③　地域住民の行う環境活動に対する支援等社会的取組コスト

（２）
上・下流
コスト

合計

①　環境マネジメントシステムの整備、運用のためのコスト

②　環境情報の開示及び環境広告のためのコスト

③　環境負荷監視のためのコスト

④　従業員への環境教育等のためのコスト

⑤　事業所及事業所周辺の緑化、美化等の環境改善コスト

①　自然修復のためのコスト

小　　　　計

②　環境保全に関する損害賠償等のためのコスト

④　製品商品等の回収、リサイクル、適正処理コスト

⑤　その他の上・下流コスト

小　　　　計

②　環境物品等を提供するための追加的コスト

③　容器包装等の低環境負荷化のための追加的コスト

環境会計

小　　　　計

①　環境保全に資する製品等の研究開発コスト

②　製品等製造段階no環境負荷抑制の研究開発コスト

③ 物流段階や製品等の販売段階等における研究開発コスト

単　　　位：千円

環          境          保          全          コ          ス          ト

（１）事
業エリア
内コスト

小　　　　計

①　環境物品等の調達購入に伴う通常の購入との差額コスト

（３）管
理活動コ
スト

（４）研
究開発コ
スト

（５）研
究開発コ
スト

（６）環
境損傷対
応コスト
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単位：千円

金　　　　額

6,566

652

環境保全効果　 環境負荷指標 比較指標

項目 ２００２年原単位 総量 ２００１年原単位

ＣＯ2排出量 2.34 ２，５２５ｔ 2.34

電力購入量 16.10 １，７３９万ＫＷｈ 15.30

燃料購入量 66.70 ７１８Ｋ� 68.40

廃棄物排出量 13.10 １，４０９ｔ 13.40

リサイクル率 ６８％ ６３％

水質汚濁物質量 0.91 ９．８ｔ 0.99

化学物質量 9.06 ９７．６ｔ 9.00

金　　　額
652

6,336

6,113

16,401

合計 29,502

環境会計

当 該 期 間 の 投 資 額 の 総 額

当該期間の研究開発費の総額

(1)-3に係る有価物等の売却額

内容

コンプレッサー、防音シャッター、破砕機

項　　　　目

効果の内容

環境保全対策に伴う経済効果　　                                                      　－実質的効果―

事業エリア内コ
ストに対応する
効果

効果の内容

スクラップ(2) に 係 る 有価 物等 の売 却額

省資源に伴う廃棄物処理費の節減

省エネルギーによるエネルギー費の節減

費用節減 リサイクル、削減に伴う廃棄物処理費の節減

収益
リサイクルによる事業収入
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２００２年環境パフォーマンスデータ

暖房用灯油等の削減により、対前年度
比重油換算値４３Ｋ      （９５％）の
削減となりました。

コンプレッサーの統廃合、エアー漏れ対
策、トランスの統廃合により、
３７２千ＫＷｈの削減対策を実施しまし
た。
全体としては生産電力、空調電力の増加
により対前年度比４３４千ＫＷｈ（１０
３％）の増加となりました。

二酸化炭素排出量は、対前年度比５２Ｋｇ－Ｃ
（９８％）の削減にとどまりました。
廃棄物、燃料の削減はできましたが、電力量が増
加したため、削減量としてはわずかとなりまし
た。

二 酸 化 炭 素 排 出 量

二酸化炭素排出量（Ｋｇ－Ｃ）
対前年度比（％）

2,713
2,797

2,577 2,525

9892

103

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

１９９９年 ２０００年 ２００１年 ２００２年

電力消費量（千ＫＷｈ）
対前年度比（％）

17,323

18,400

16,952
17,386

10392

106

5,000

10,000

15,000

20,000

１９９９年 ２０００年 ２００１年 ２００２年

燃料消費量（Ｋ　　）
対前年度比（％）

826
781 761

718

95
97

95

200

400

600

800

1,000

１９９９年 ２０００年 ２００１年 ２００２年

二酸化炭素の内訳

電力
72%

燃料
18%

廃棄物
10%
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職場での分別状況

廃プラスチックの削減、無機性汚泥の削減等により、対前年度比
７７ｔ（９５％）の削減となりました。

廃棄物排出量

リサイクルについては焼却、埋立をなくし再利用
化を推進しています。本年は廃油の燃料化などに
より、５ポイント増加しました。

廃棄物排出量（ｔ）
対前年度比（％）

1386

1550
1486

1,409

95
96

112

500

1000

1500

2000

１９９９年 ２０００年 ２００１年 ２００２年

排
出
量
（
ｔ
）

リサイクル率（％）

56
60

63
68

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

１９９９年 ２０００年 ２００１年 ２００２年

廃棄物の内訳

有価物
59%汚泥

15%

廃アルカリ
11%

廃油
10%

紙・木屑
3%

廃棄プラスチッ
ク
2%
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水 質 汚 濁 物 質

工業用水の取水量の削減、
上水の削減により水質汚濁物
質は対前年度比１，０７３ｔ
（９０％）の削減となりまし
た。

工業用水への転換、不明水量
の解消により削減しました。

用 水 取 水 量

工業用水のリサイクル化、地下水の利
用により削減しました。

水質汚濁物質量（t）
対前年度比（％）

11,989

8,793

10,883
9,810

90

124

73

1,000

6,000

11,000

１９９９年 ２０００年 ２００１年 ２００２年

工業用水

518 520
528

475

400

420

440

460

480

500

520

540

１９９９年 ２０００年 ２００１年 ２００２年

取
水
量
（
千
ｍ
3）

上水道

55,410

36,237

44,779

18,383

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

１９９９年 ２０００年 ２００１年 ２００２年

取
水
量
（
ｍ
3）
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２００１年

原材料、資材等名称

年間購入量 製造品
搬出量

廃棄物
移動量

最大潜
在排出
量

水系排
出量

廃棄物
移動量

大気放
出量

年間購入量

Ｋｇ／年 Ｋｇ／年Ｋｇ／年Ｋｇ／年Ｋｇ／年Ｋｇ／年Ｋｇ／年Ｋｇ／年

１ １ 亜鉛化合物（亜鉛として） 43,930 74 1,110 42,746 50,668

２ ６３ キシレン 41 41 46

３ ６４ 銀化合物（銀として） 7 7 62

４ ６８ 三価クロム化合物（クロムとして） 45 45 110

５ ６９ 六価クロム化合物（クロムとして） 1,519 1 24 1,494 2,898

６ １００コバルト（コバルトとして） 21 21 0

７ １３２フロン１４１ｂ 22,815 11,408 11,408 19,340

８ １４５ジクロロメタン（塩化メチレン）25,800 12,900 12,900 21,050

９ ２２７トルエン 27 27 125

１０２３２ニッケル化合物（ニッケルとして 3,276 5 71 3,200 2,442

１１２８３フッ酸（フッ素として） 133 133 181

１２３０４硼酸（ホウ素として） 0 84

計 97,614 80 1,205 71,954 24,376 97,006

塩化メチレンは対前年度比４，７５０Ｋｇ フロン１４１ｂは２００３年に全廃を計画しています
（１２２％）増加しました。

化 学 物 質 管 理 （ Ｐ Ｒ Ｔ Ｒ ）

番

号

物質

番号

２００２年年間取扱量

塩化メチレン消費量（Ｋｇ）

38,850
34,960

21,050

25,800

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

１９９９年 ２０００年 ２００１年 ２００２年

フロン１４１ｂ消費量（Ｋｇ）

14,410

16,820

20,490

22,815

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

１９９９年 ２０００年 ２００１年 ２００２年
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　［大気汚染］
 　項目  　　　　　　　実測値（ＭＡＸ）

  府の基準  自主基準  平成９年  平成１０年  平成１１年  平成１２年  平成１３年  平成１４年

ばいじん（ｇ／Ｎｍ3）  ０．１  ０．０９

窒素酸化物（ｐｐｍ）  １８０  １６２ ＮＤ　 ＮＤ　 ＮＤ　 ＮＤ　 ＮＤ　 ＮＤ　 

いおう酸化物（ｐｐｍ）  Ｋ＝１１.5  ＮＤ　 ＮＤ　 ＮＤ　 ＮＤ　 ＮＤ　 ＮＤ　 

ばいじん（ｇ／Ｎｍ3）  ０．１  ０．０９

窒素酸化物（ｐｐｍ）  ２３０  ２０７ ＮＤ　 ＮＤ　 ＮＤ　 ＮＤ　 ＮＤ　 ＮＤ　 

いおう酸化物（ｐｐｍ）  Ｋ＝１１.5  ＮＤ　 ＮＤ　 ＮＤ　 ＮＤ　 ＮＤ　 ＮＤ　 

亜鉛（ｍｇ／Ｎｍ3） ２０　 １８　 ＮＤ　 ＮＤ　 ＮＤ　 

クロム（ｍｇ／Ｎｍ3） ０．２ ０．１８ ＮＤ　 ＮＤ　 ＮＤ　 

ニッケル（ｍｇ／Ｎｍ3） ３ ２．７ ＮＤ　 ＮＤ　 ＮＤ　 

亜鉛（ｍｇ／Ｎｍ3） ０．２ ＮＤ　 ＮＤ　 ＮＤ　 

クロム（ｍｇ／Ｎｍ3）  ０．００２ ＮＤ　 ＮＤ　 ＮＤ　 

ニッケル（ｍｇ／Ｎｍ3）  ０．０３ ＮＤ　 ＮＤ　 ＮＤ　 

塩化メチレン煙道（ｐｐｍ） ２００  １８０  １５０  １５０  １３０ １２０ １５０ １５０

塩化メチレン境界（ｐｐｍ） 　２  ＮＤ　 ＮＤ　 ＮＤ　 ＮＤ　 ＮＤ　 ＮＤ　 

　［騒音・振動］
 　項目  　　　　　　　実測値（ＭＡＸ）

  府の基準  自主基準  平成９年  平成１０年  平成１１年  平成１２年  平成１３年  平成１４年

騒音（第３種区域）（ｄＢ）昼　６５ 昼　６２ ５４ ６４ ６４ ６４ ６２

振動（第２種区域）（ｄＢ）昼　６５ 昼　５９ ４６ ５５ ４５ ４３ ４４

騒音（第４種区域）（ｄＢ）昼　７０ 昼　６７ ６０ ６２ ６２ ６０ ６０

振動（第２種区域）（ｄＢ）昼　６５ 昼　５９ ４４ ４３ ４３ ５１ ３０

騒音　　　　　（ｄＢ） ５６ ６２ ５４ ５４ ５３

振動　　　　　（ｄＢ） ５６ ４５ ４３ ２３ ２２

騒音（第４種区域）（ｄＢ）昼　７０ 昼　６７ ４５ ５６ ５７ ５７ ５９ ５３

振動（第２種区域）（ｄＢ）昼　６５ 昼　５９ ３２ ２３ ２３ ２０ ２６

水質測定実績値（本社工場）

（単位：ｍｇ ／    ）

実測値（上段ＭＡＸ 、下段ＡＶＥ ）
項目 府基準 自主基準 平成９ 年 平成１０ 年 平成１１ 年 平成１２ 年 平成１３ 年 平成１４ 年 
六価クロム ０．５ ０．２ ０．０７ ０．０８ ０．０６ ＮＤ ＮＤ ＮＤ

ＮＤ ＮＤ ＮＤ ＮＤ ＮＤ ＮＤ

ジクロロメタン ０．２ ０．０２

ＮＤ ＮＤ ＮＤ ＮＤ ＮＤ

トリクロロエチレン ０．３ ０．０３ ０．００２０．０１１０．０１２ ０．００３ ０．００３ ０．００４

０．００１０．００４ ０．００２ ０．００２ ０．００２

テトラクロロエチレン ０．１ ０．０１ ０．０１ ０．０１２０．００８ ０．００７ ０．００６ ０．００４

０．００２０．００３ ０．００３ ０．００３ ０．００２

水素イオン濃度（ＰＨ ）

5.8-8.6 6.0-8.0 6.0-7.4 6.0-7.7 6.8-7.7 6.2-7.6 6.5-7.9 6.0-7.5

生物化学的酸素要求量 １６０ ２０ １９．９ １６．３ １８．０ １４．５ ２０．８ １６．０

（ＢＯＤ ） １３．４ １０．７ １０．２ ８．２ ７．８ 　７．８

浮遊物質（ＳＳ ） ２００ ２０ ２２．０ １０．０ １０．０ ８．０ ９．０ １４．０

６．６ ７．１ ５．０ ３．９ ４．１ 　５．７

ｎ －ヘキサン抽出 ５．０ ３．０ ２．８ ２．７ ２．９ ２．１ １．６ ２．１

物質（鉱物油） １．２ １．４ ２．０ １．２ １．０ １．４

全クロム ２．０ ０．５ ０．２１ ０．２７ ０．３３ ０．３４ ０．３５ ０．４３

０．０３ ０．０６ ０．０６ ０．０７ ０．０６ ０．０９

亜 鉛 ５．０ ２．０ ２．２５ ２．０３ １．５８ １．５９ １．７ ２．２８

０．７６ ０．７１ ０．７４ ０．６７ ０．７５ ０．９４

ニッケル ２．０ １．０ ０．１３ ０．１５ ０．８４ ０．４８ ０．８５ １．０６

０．０４ ０．０２ ０．０５ ０．１０ ０．０７ ０．１５

銅 ３．０ １．０ ０．２６ ０．１１ ０．２０ ０．１６ ０．４３ ０．３６

０．０４ ０．０２ ０．０２ ０．０２ ０．０６ ０．０７

溶解性鉄 １０．０ ２．０ ３．５１ ３．５１ ０．７０ ０．５９ ３．０５ １．１０

０．３３ ０．３１ ０．２２ ０．１８ ０．１８ ０．１４

全窒素 １００ ８０ ４６．０

１３．６

フッ素 ８ ６ ２．３

０．７

（ＮＤ：定量限界以下）

城山
工業専地域

騒音振動測定実績値

大気測定実績値　（本社工場）

八田
工業専地域

制御
指定なし

規制値

規制値

準工業地域

本社

焼

入

炉

乾

燥

炉

除

塵

装

置

全

自

動
乾

燥

炉
ス

ク

ラ

バ

規 制 値

工場

排水

一

般

項

目

有
害
物
質
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売上高推移（単体）

主な事業内容

工業用ファスナー

小ねじ類

リベット・ピン

特殊部品

ドライバビット

樹脂リベット　　　など

自動組立機械

ねじ締め機

リベット、ハトメかしめ機

組立ロボット

コンベア

ねじ・リベット部品供給機　　など

計測制御機器

流量計

計測・計装システム

圧力記録計

地盤調査機器　　　など

本報告書の対象範囲

１．報告書の対象範囲は、本社工場、八田工場です。

２．報告期間は、２００２年１月１日～２００２年１２月３１日です。

３．報告対象は、環境分野です。

会社概要

売上高

10,000
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（
百
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円
）

売上高 20,073 20,608 18,188 

２０００年 ２００１年 ２００２年
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（１ ）事業者名及び代表者名
     事業者名       日東精工株式会社
     代表者名       取締役社長   由良 龍文

（２ ）所在地 （本社工場）
　　〒６２３ －００５４
     京都府綾部市井倉町梅ヶ畑２０ 番地
     ℡ ０７７３ －４２ －３１１１ （代表）
     URL:http://www.nittoseiko.co.jp/
     他に（八田工場） （制御システム工場） （城山工場）

（３ ）事業内容
    ・工業用ファスナー（小ねじ類）の製造、販売
    ・各種自動組立機の製造、販売
    ・各種流量計の製造、販売

（４ ）事業の規模（平成１４ 年１２ 月３１ 日現在）
    ・資本金         ３ ，５２２百万円
    ・売上高        １８，１８８百万円
    ・従業員数 　　 　　８７５ 名
    ・敷地面積 １８９ ，４６０ ㎡
    ・延床面積 ７０ ，４０２　 ㎡

（５ ）環境管理関係の責任者及び担当連絡先
     責任者 常務取締役 　              　塩田　展康
    　　 〃 　生産技術部長               出口　郁夫
     担当者 生産技術部環境整備課長   西田 好郎
     連絡先℡ ０７７３ －４２ －８９１５
     FAX　　 ０７７３ －４３ －２２２７
     e-mail:kankyo@nittoseiko.com
     発行所 全社環境事務局
     生産技術部環境整備課

会 社 概 要
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　　　　ア　ン　ケ　ー　ト

　　　ご意見・ご感想をお寄せください

   　　 お手数ですが、この報告書についてアンケートに回答いただければ幸いに存じます。

   　　 メールまたはＦＡＸ にてお寄せください。今後の活動と報告に活用させていただきます。

　　１ ．この報告書の表現はいかがですか。該当するものをお選びください。

①  わかりにくい
②  普通
③  よくわかる

　　２ ．この報告書の内容はいかがですか。該当するものをお選びください。

①  不十分
②  普通
③  十分
④  ご意見

　　３ ．日東精工の環境活動についてどう感じられましたか

①  活動が不十分
②  まずまず活動している
③  積極的に行っている

　　４ ．その他ご意見をお寄せください

ご回答ありがとうございました。

  下記に連絡をお願い致します

      　　日東精工株式会社

        　      環境整備課

   　　  　　    　  　 e-mail ：ｋａｎｋｙｏ ＠ｎｉｔｔｏｓｅｉｋｏ ．ｃｏｍ

      　　　　    　　　FAX ：   ０７７３ －４３ －２２２７


